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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第104期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（平成14年９月25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第102期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。また、第102期及び第104

期の株価収益率については、１株当たり当期純損失となっているため記載しておりません。 

  

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 37,641 38,663 42,365 57,866 70,263

経常利益 (百万円) 1,054 960 838 7,311 7,140

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △1,996 8 13 2,929 3,727

純資産額 (百万円) 22,944 22,383 22,942 26,027 30,587

総資産額 (百万円) 49,699 48,696 51,657 58,772 66,901

１株当たり純資産額 (円) 206.82 206.09 213.00 243.00 285.78

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △17.95 0.08 △0.02 27.06 34.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.1 46.0 44.4 44.3 45.7

自己資本利益率 (％) ― 0.0 0.1 12.0 13.2

株価収益率 (倍) ― 1,687.5 ― 14.4 12.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 856 2,426 1,552 5,028 3,788

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △433 △1,991 △2,838 △2,731 △3,860

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,578 △2,166 1,317 △1,807 △528

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 4,485 2,733 2,765 3,255 2,740

従業員数 (名) 721 702 676 673 673



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第105期の１株当たり配当額には、創業80周年記念配当1.50円が含まれております。 

３ 第104期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（平成14年９月25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。また、第102期につい

ては、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５ 第102期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

６ 従業員数は就業人員を表示しております。 

  

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 30,824 32,204 35,528 50,156 62,179

経常利益 (百万円) 1,078 967 942 7,035 6,799

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △1,889 64 238 2,800 3,506

資本金 (百万円) 11,026 11,026 11,026 11,026 11,026

発行済株式総数 (千株) 110,951 110,433 110,433 110,433 110,433

純資産額 (百万円) 23,037 22,358 22,966 25,724 30,007

総資産額 (百万円) 47,307 46,222 49,581 56,187 63,556

１株当たり純資産額 (円) 207.66 205.85 213.23 240.18 280.34

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

3.00 

(―)

3.00

(―)

3.00

(―)

6.50 

(―)

7.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △16.99 0.59 2.07 25.85 32.51

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.7 48.4 46.3 45.8 47.2

自己資本利益率 (％) ― 0.3 1.1 11.5 12.6

株価収益率 (倍) ― 228.8 88.4 15.1 12.9

配当性向 (％) ― 502.6 144.9 25.1 21.5

従業員数 (名) 454 416 424 416 423



２ 【沿革】 

  

  

昭和10年１月 大垣電気冶金工業所(大正14年創設、北陸工場でフェロアロイを製造)を株式会社に改組し、株式
会社電気冶金工業所として発足(設立)。 

昭和10年６月 栗山工場設置(クロム塩類を製造)。

昭和11年11月 社名を日本電気冶金株式会社に改称。

昭和24年５月 証券取引所に上場。 

昭和38年12月 東邦電化株式会社(設立 昭和９年、日高工場でフェロアロイ・郡山工場で金属けい素を製造)と
合併し、社名を日本電工株式会社に改称。 

昭和44年３月 共栄産業株式会社の株式の過半数を取得(現、連結子会社)。

昭和44年５月 徳島工場設置、工業薬品工場完成(クロム塩類を製造)。

昭和45年１月 徳島工場に港湾設備を備えた合金鉄工場完成(フェロアロイを製造)。

昭和45年２月 電工興産株式会社を設立(現、連結子会社)。

昭和46年６月 極東工業株式会社(設立 昭和22年、宮古工場でフェロアロイを製造)を吸収合併。 

昭和48年４月 郡山工場にクロム酸回収装置再生工場完成。

昭和48年６月 栗山工場のクロム塩類製造を中止。

昭和50年10月 栗山興産株式会社を設立(現、連結子会社)。

昭和50年11月 日電産業株式会社を設立(現、連結子会社)。

昭和53年10月 極東物産株式会社(現、日電カーボン株式会社)を買収(現、連結子会社)。

昭和54年10月 日電徳島株式会社を設立(現、連結子会社)。

昭和55年３月 郡山工場の金属けい素製造を中止。

昭和59年３月 徳島工場を徳島合金鉄工場と徳島工業薬品工場に分離。

昭和62年11月 日高エレクトロン株式会社を設立(現、持分法適用関連会社)。

平成元年７月 徳島合金鉄工場と徳島工業薬品工場を統合し、徳島工場に改称。

平成５年４月 リケン工業株式会社(現、連結子会社)及び理研産業株式会社(現、連結子会社)を買収。 

平成５年10月 南ア、サマンコール社と合弁でNSTフェロクロム社を設立(現、持分法適用関連会社)。 

平成９年４月 宮古工場のフェロマンガン製造事業を徳島工場に集約。

平成14年３月 南ア、ハイベルト社と合弁でSAJバナジウム社を設立(現、持分法適用関連会社)。 

平成14年12月 ＮＤリサイクル社を設立(現、持分法適用非連結子会社)。

平成16年８月 中国、錦州鉄合金股份社と合弁で錦州日電鉄合金社を設立(現、非連結子会社)。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社10社・関連会社４社より構成されております。 

当社グループが営んでいる主な事業内容と各関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  

(1) 合金鉄事業 

  

  

(2) 新素材事業 

  

  

(3) 化学品事業 

  

  

(4) 環境システム事業 

  

  

(5) 金属珪素事業 

  

  

(6) その他の事業 

  

  

主な事業内容 主要な会社名 会社数

フェロマンガン、シリコマンガン、フェロクロム、フェロシリ
コン、フェロバナジウム、その他の特殊金属製品の製造・販売
等 

当社、電工興産㈱、NSTフェロクロム・
リミテッド、SAJバナジウム・リミテッ
ド、錦州日電鉄合金有限公司 

５社 

主な事業内容 主要な会社名 会社数

フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、リチウムイオ
ン二次電池材料等の製造・販売 

当社 １社 

主な事業内容 主要な会社名 会社数

クロム塩類、ほう素類等の製造・販売 当社、共栄産業㈱ ２社 

主な事業内容 主要な会社名 会社数

クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収事業等 
当社、共栄産業㈱、NDリサイクル・リ
ミテッド 

３社 

主な事業内容 主要な会社名 会社数

金属けい素等の製造・販売 当社 １社 

主な事業内容 主要な会社名 会社数

酸・アルカリ類、金属製品、貴金属化合物等の販売、珪カル肥
料、アルミ粒、微粒黒鉛、ペースト、サンプラー等鉄鋼用分析
測定機器、アルミ電極箔等の製造・販売、プラスチックの加
工・販売、港湾荷役・構内作業の請負、水力発電による電力の
供給、コンクリート廃材等の再生加工・販売 

当社、共栄産業㈱、日電産業㈱、 
日電カーボン㈱、日電徳島㈱、 
栗山興産㈱、リケン工業㈱、 
理研産業㈱、日高エレクトロン㈱、 
RIKO・リミテッド 

10社 



以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 
  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

  

名   称 住  所 資本金 
主 要 な
事業の内容

議 決 権 の
所有(被所有)
割   合 

関  係  内  容 

所有
割合 

被所有
割 合

役員兼任等
資金
援助

営 業 上 
の 取 引 

設備の 
賃貸借 

摘要 

兼任
転籍
出向 

(連結子会社)   百万円   ％ ％ 人 人       

共栄産業㈱ 東京都中央区 99 
化学工業
製品等の
販売 

70.5 ― 2 3 なし

当社の製品
を販売、当
社に原材料
を供給 

なし (注)4 

リケン工業㈱ 東京都台東区 10 

鉄鋼用分
析測定機
器等の販
売 

73.8
(12.5)

― 2 2 なし

当社に原材
料を供給、
当社から製
品を購入 

なし (注)3 

栗山興産㈱ 北海道栗山町 18 
プラスチ
ックの加
工・販売 

97.8 ― 3 2 あり
当社に原材
料を供給 

あり   

電工興産㈱ 東京都中央区 100 倉庫業 100.0 ― 3 1 なし
当社製品の
保管 

あり   

日電カーボン㈱ 福島県郡山市 40 
ペースト
の製造・
販売 

100.0 ― 3 3 あり
当社に原材
料を供給 

あり   

日電産業㈱ 富山県射水市 16 

構内作業
の請負・
アルミ粒
の製造・
販売 

77.5 ― 3 3 なし

当社製品・
原材料の構
内作業を請
負 

あり   

日電徳島㈱ 徳島県阿南市 15 

港湾荷
役・構内
作業の請
負 

85.5 ― 3 2 なし
当社製品・
原材料の荷
役等 

あり   

理研産業㈱ 秋田県鷹巣町 10 

鉄鋼用分
析測定機
器等の製
造・販売 

70.0 ― 2 2 なし

当社から原
材料を購
入、当社に
製品を販売 

なし   

(持分法適用非連結子会

社)   百万ウォン             

NDリサイクル・ 
リミテッド 

大韓民国 
平澤市 

1,450 
クロム酸
の回収再
生 

100.0 ― 4 ― あり
当社に原材
料を供給 

なし   



  

 (注) １ 上記子会社は特定子会社ではありません。 

２ 上記各社は有価証券報告書の提出会社ではありません。 

３ 議決権の所有割合欄( )数字は間接所有割合(内数)であります。 

４ 共栄産業㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。 

  

名   称 住  所 資本金 
主 要 な
事業の内容

議 決 権 の
所有(被所有)
割   合 

関  係  内  容 

所有
割合 

被所有
割 合

役員兼任等
資金
援助

営 業 上 
の 取 引 

設備の 
賃貸借 

摘要 

兼任
転籍
出向 

(持分法適用関連会社)   千ランド   ％ ％ 人 人       

NSTフェロクロム・ 
リミテッド 

南アフリカ・ 
ヨハネスブル

グ 
11,000 

フェロク
ロムの製
造・販売 

50.0 ― 1 1 なし
当社に製品
を供給 

なし   

SAJバナジウム・ 
リミテッド 

南アフリカ・ 
ウィットバン

ク 
30,000 

フェロバ
ナジウム
の製造・
販売 

40.0 ― 1 1 なし
当社に製品
を供給 

なし   

    百万円             

日高エレクトロン㈱ 北海道様似町 100 
アルミ電
極箔の製
造・販売 

50.0 ― 4 ― あり
当社から電
力を供給 

あり   

主要な損益情報等 ①売上高 7,673 百万円 

  ②経常利益 57   〃 

  ③当期純利益 6   〃 

  ④純資産額 325   〃 

  ⑤総資産額 2,930   〃 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社は、日本電工労働組合を結成し、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しておりますが、労使関係は安定して

おり、特記すべき事項はありません。なお、連結子会社においては労働組合の結成はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

合金鉄事業 159 

新素材事業 74 

化学品事業 43 

環境システム事業 56 

金属珪素事業 1 

その他の事業 277 

全社(共通) 63 

合計 673 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

423 42.02 18.00 6,581,335 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におきます我が国経済は、原料・燃料価格の上昇などがありましたものの、企業収益の回復によ

る民間設備投資の増加や雇用・所得環境の改善による個人消費の持ち直しなど民間需要に支えられ、景気は緩やか

な回復を続けてまいりました。 

このような状況のもと、当社グループとしては平成15年度からスタートさせた「第３次中期経営計画」を確実に

進めてまいりました。合金鉄事業につきましては、南アフリカ共和国のサマンコール社との戦略提携を維持・強化

するとともに、徳島工場の能力増強によりさらなる需要の取り込みを図りました。また、中国の錦州鉄合金社との

間で同国に合弁会社を設立し、シリコマンガン事業を強化するなど、国内生産と海外生産を両軸とする収益体制の

強化に努めました。新素材事業につきましては、新たなナノサイズ商品として超微粒子希土類酸化物を商品化いた

しました。また、リチウムイオン二次電池材料事業につきましても需要先である電池メーカーとともに、小型電池

用から中型・大型電池用材料へと業容の拡大を図りました。環境システム事業につきましては、資源と水のリサイ

クル、ゼロエミッションという時代のニーズに応えるため、従来からのクロム酸・ほう素・ニッケルに加え、ふっ

素やりんの回収にも取り組むなど再資源化領域を広げ、事業領域の拡大を積極的に推進いたしました。さらに、新

たな海外展開として発足した韓国におけるクロム酸回収事業も実を結び始めております。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は前期に比べ21.4％増加し、70,263百万円となりました。経常利益は、前

期に比べ2.3％減少し、7,140百万円となりました。当期純利益につきましては特別損失の計上が前期に比べ減少し

たため27.2％増加し、過去最高の3,727百万円となりました。 

事業別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（合金鉄事業） 

合金鉄事業の主要需要先であります鉄鋼業界は、自動車・造船・産業機械を中心とした製造業向け販売が好調な

ことから、粗鋼生産量は昨年並みの１億１千万トン台の高水準となりました。当事業の売上高は、収益性を重視し

た販売に取り組みました結果、前期に比べ販売数量は減少いたしましたが、国際市況に対応した価格改定などを実

施したことにより、前連結会計年度に比べ30.2%増加し49,831百万円となりました。 

（新素材事業） 

新素材事業の主要需要先のうち情報・通信機器の業界は、上半期に携帯電話・パソコン・デジタルカメラ用部品

などの生産調整により、需要は減少いたしました。希土類磁石の分野では、従来のエレクトロニクス用途以外に自

動車向け需要も拡大し、堅調に推移しております。一方、特殊鋼業界のうち航空機関連・発電タービンなどに使用

されるスーパーアロイは、本格的な回復に至っておりません。リチウムイオン二次電池材料は事業領域の拡大によ

り着実に伸長しております。当事業の売上高は、全体として前連結会計年度に比べ11.2%増加し、3,583百万円とな

りました。 

（化学品事業） 

化学品事業のうちクロム塩類の主要需要先でありますめっき・表面処理・皮革・顔料などの業界は、クロムフリ

ーの流れにより厳しい状況が続いております。また輸出は、米国耐火物メーカーの生産調整により減少いたしまし

た。クロム塩類の売上金額は、地道な販売活動を行い、昨年に続いて価格改定を実施したものの、前期を若干下回

りました。非クロム塩類の売上金額は、ほう酸などの需要が堅調であったことにより、前期を上回りました。当事

業の売上高は、全体として前連結会計年度に比べ2.7%増加し7,992百万円となりました。 

（環境システム事業） 

環境システム事業の主要需要先でありますめっき・表面処理などの業界は、景気の低迷から脱しておらず、クロ



ム酸回収事業はクロムフリーの流れのなか、伸び悩みの状況が続いております。一方、循環型社会の構築（省資

源・再利用・再資源化）に向けて環境対策への需要の高まりを好機と捉え、ほう素回収事業、ニッケル回収事業お

よび用水事業を積極的に展開し、新規需要の開拓を図りました結果、当事業の売上高は前連結会計年度に比べ7.5%

増加し1,732百万円となりました。 

（金属珪素事業） 

金属珪素事業の主要需要先でありますアルミ合金業界は、主たる需要先であります自動車産業の生産が順調に推

移し、アルミ合金の生産は増加いたしました。ケミカル業界も、珪素樹脂および半導体が堅調に推移いたしまし

た。当事業の売上高は、収益性を重視した営業活動を展開いたしました結果、前連結会計年度に比べ2.3%減少し

1,894百万円となりました。 

（その他の事業） 

珪カル肥料、電力などその他の事業の売上高は、前連結会計年度に比べ3.9%増加し5,229百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度においては、営業活動によるキャッシュ・フローが3,788百万円増加し、投資活動によるキャッシ

ュ・フローが3,860百万円減少いたしました。また、財務活動によるキャッシュ・フローが528百万円減少したこと

により、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ515百万円減少し2,740百万円となりま

した。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益6,216百万円および減価償却費1,970百万円を主

として、売上債権の増加に伴う243百万円の減少、たな卸資産の増加に伴う4,005百万円の減少、仕入債務の増加に

伴う2,148百万円の増加、法人税等の支払額3,136百万円などにより、前連結会計年度に比べ1,240百万円減少し

3,788百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産取得による支出3,215百万円および出資金の払込によ

る支出471百万円などにより、前連結会計年度に比べ1,128百万円減少し3,860百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増額191百万円、親会社による配当金の支払額695百万円

などにより、前連結会計年度に比べ1,279百万円増加し528百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

合金鉄事業 27,964 121.6 

新素材事業 2,559 80.5 

化学品事業 3,190 93.9 

環境システム事業 1,695 108.3 

金属珪素事業 12 337.0 

その他の事業 3,755 130.3 

合計 39,177 115.1 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

合金鉄事業 49,831 130.2 

新素材事業 3,583 111.2 

化学品事業 7,992 102.7 

環境システム事業 1,732 107.5 

金属珪素事業 1,894 97.7 

その他の事業 5,229 103.9 

合計 70,263 121.4 

相 手 先 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

三井物産㈱ 19,264 33.3 21,695 30.9

新日本製鐵㈱ ― ― 10,217 14.5



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、景気回復基調は持続するものと思われますが、原油を始めとする原材料価格の高止

まり懸念や米中の経済動向など予断を許さない状況にあります。 

当社グループは、このたび2006年～2008年(平成18年～平成20年)を実行期間とする「第4次中期経営計画」を策定い

たしました。①コア事業である合金鉄事業につきましては、競争力を強化するとともに商品の多様化を図ることによ

り、その収益力を向上させてまいります。②成長事業と位置付け重点的な戦略投資を行ってまいりました新素材事業

や環境システム事業につきましては、戦略投資の効果を最大限に引き出すべく必要な施策をとり、合金鉄事業に次ぐ

第二、第三の収益の柱として育ててまいります。③研究開発につきましては、今まで以上に積極的に人材・資金等の

資源を投入し、付加価値の高い事業・商品への展開とスピードアップを図ってまいります。④「人を育てて人を生か

す」ことで組織能力の強化を図るとともに、将来の当社グループを背負う人材・組織の基盤を確立してまいります。 

以上の中期経営計画の基本方針に基づき、企業価値を高めるために一丸となって邁進し、グループ全体の業績の向

上と拡大に努めてまいる所存でございます。 

市場からの信認を向上させるため今後ともＩＲ活動などを通じ、公平性、透明性を基本として、積極的な会社情報

の開示に努めてまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項は、次のとおりであります。 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成17年12月31日)現在において当社グループが判断したも

のであります。 

  

(1)国内外の主要市場の経済状況および需要の変動等  

当社グループは、売上高のほとんどが国内向けとなっており、業績は、わが国の経済情勢、とりわけ粗鋼生産量

の変動により多大な影響を受けます。また、中国を始めとするアジア諸国等における経済情勢などが業績に影響を

与える可能性があります。 

  

(2)国内外の競合各社との競争状況および主要需要家の購買方針の変更等  

当社グループは、合金鉄事業を始めとする各事業において、国内外の競合各社と厳しい競争状態にあることか

ら、当社グループの事業競争力が相対的に減退した場合には、業績が悪化する可能性があります。また、鉄鋼、情

報・通信機器などの業界における主要な需要家の購買方針に変更等が生じた場合には、業績が変動する可能性があ

ります。中でも合金鉄の販売価格は国際市況を基準としていることから、国際的な製品需給の変動により市況が変

動した場合には、業績に影響を与える可能性があります。 

なお、当社グループは過半の事業における販売を商社経由にて行っており、主要な商社に対する与信リスクが顕

在化した場合には、業績に影響を与える可能性があります。 

  

(3)原燃料価格等の変動  

マンガン鉱石、コークス等、主に合金鉄事業に用いる原燃料価格は、国際市況に連動していることから、国際的

な資源需給の変動、資源輸出国における経済・社会情勢等の変化、天災地変等に起因して市況が変動した場合に

は、業績に影響を与える可能性があります。 

  

(4)海外での事業活動  

当社グループは、南アフリカ共和国、中国など海外で事業活動を行っております。各国での法令や規制、政策等



の変更、テロ・戦争・その他社会的混乱などが、業績に影響を与える可能性があります。 

  

(5)為替レートの変動  

合金鉄事業を始めとして、当社グループは主として、外貨建の国際市況を基準として取引されていることから、

為替動向は売上高および業績に影響を与える可能性があります。また、為替動向は外貨建で取引されている原料の

購入価格および製造コストにも影響を与える可能性があります。 

さらに、外貨建の資産・負債を保有していることから、為替相場の変動が業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

(6)金利変動 

当社グループは、相応の有利子負債を有しているため、金利情勢、その他金融市場の変動が業績に影響を与える

可能性があります。 

  

(7)投資有価証券の価値変動  

当社グループは、金融機関や取引先等の株式を保有しているため、投資先の業績不振や証券市場の変動により業

績に影響を与える可能性があります。 

  

(8)事業再構築 

当社グループは、企業価値の増大に向けて事業の選択と集中に取り組んでおりますが、その過程において事業再

構築に伴い業績に一時的な影響を与える可能性があります。 

  

(9)環境法規と規制  

当社グループは、事業活動に関連して六価クロム等を含む廃棄物などが発生いたします。当社グループは内外の

法規制を遵守し、的確な対応を行っておりますが、関連法規制の強化によっては業績に影響を与える可能性があり

ます。また、将来、環境税、その他の環境規制等が導入された場合には、合金鉄事業を中心に当社グループの事業

活動が制約を受け、業績に影響を与える可能性があります。 

  

(10)自然災害および事故 

当社グループの主要設備が、大規模な台風、地震等の自然災害に見舞われた場合は操業に支障を生じ、業績に影

響を与える可能性があります。また、重大な労働災害、設備事故等が発生した場合には事業活動の停止、制約等に

より、業績に影響を与える可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、他社を差異化する製品および技術・サービスを開発提供し、企業価値を高め、豊かな社会の創造

に貢献するという経営理念のもと、生き残りを賭けた新商品の開発・新事業の創出および絶対優位な新技術の開発を

研究開発方針と位置付け、研究部門、製造部門及び営業部門が一体となって、諸課題の推進に邁進しております。 

当連結会計年度のグループ全体の研究開発費は、464百万円であり、事業部門別の研究開発の活動・成果は、次のと

おりであります。 

合金鉄事業におきましては、高炭素フェロマンガン、中・低炭素フェロマンガン、シリコマンガン等につきまし



て、生産性向上・原価低減のための技術開発、結晶形態制御および最適生産プロセスの研究を実施いたしておりま

す。高炭素フェロマンガンにつきましては、電気炉の高位安定操業のための設備技術を確立し、実機化のための試験

を継続中であります。中・低炭素フェロマンガンにつきましては、結晶形態制御およびその周辺技術の実機化によ

り、顧客に歓迎される商品とすることができました。シリコマンガンにつきましては、生産性向上・原価低減のため

の技術を確立し、中国の合弁会社（錦州日電鉄合金有限公司）に技術移転を行いつつあります。 

新素材事業におきましては、高炭素フェロボロンと低炭素フェロボロンにつきまして、原価低減のための技術開発

と新生産プロセスの研究開発に取り組み、所期の成果を上げております。酸化ジルコニウムにつきましては、最適生

産プロセスの研究と新商品の研究開発を実施いたしております。また、セリガード(紫外線遮断剤)事業につきまし

て、新商品の研究開発、既存商品の改良研究を実施し、新商品および改良商品を上市するとともに、他の物質との複

合新商品を開発いたしました。また、リチウムイオン二次電池材料事業につきましては、ユーザーインの開発を基本

に、リチウムイオン電池の正極材料であるリチウムマンガンスピネルの研究開発を実施し、ハイブリッド自動車用、

モバイル機器用等、大型から小型まで、種々の用途向けの商品開発に取り組み、新商品を上市いたしております。 

化学品事業におきましては、すでに商業生産をしております環境問題対応型商品の拡販のために、技術的側面から

の支援研究を実施するとともに、品揃え拡充に向け、新たな商品を研究開発し、上市いたしております。 

環境システム事業におきましては、クロム資源リサイクル事業につきまして、市場へのさらなる浸透拡大を目指し

て不断の研究を続けるとともに、クロム酸回収事業の海外展開を実施いたしております。また、排水中ほう素の規制

強化に対応すべく開発したほう素の回収・リサイクルシステムにつきまして、受注に直結する応用研究を積極的に進

めたほか、用水系事業の強化・拡大、ニッケル回収事業の新規展開など、市場化優先の技術開発を実施いたしており

ます。さらに、ふっ素やりんの回収・リサイクルシステムの確立に取り組み、商品化を目指しております。 

金属珪素事業におきましては、当社が独自に開発した金属けい素の評価技術・溶解技術を活用し、新規市場への参

入、調達ソースの新規開拓のための技術的側面からの支援研究などを実施いたしております。 

その他の事業におきましても、肥料部門につきまして、すでに商業生産を果たしております米の食味を高める新商

品の実用化試験を継続して行うとともに、麦や野菜への適用試験を行っております。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)当連結会計年度末の財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末比8,128百万円増加して、66,901百万円となりました。流動資産

は同3,988百万円増加の37,067百万円、固定資産は同4,140百万円増加の29,833百万円となりました。 

流動資産の増加は、主にたな卸資産が売上の増加と原材料価格の上昇などにより増加したものであります。 

固定資産のうち、有形固定資産は当連結会計年度中の設備投資額は3,215百万円であり、減価償却費1,970百万円な

どの減少がありましたが増加いたしました。このほか、投資その他の資産が保有する上場株式の株価が上昇したこと

などにより増加いたしました。 

当連結会計年度末の負債合計は、売上の増加に伴う支払手形および買掛金の増加2,148百万円などにより前連結会

計年度末比3,557百万円増加の35,887百万円となりました。有利子負債（短期借入金、長期借入金の合計額）は191百

万円増加し、16,833百万円となりました。 

当連結会計年度末の資本合計は、前連結会計年度末比4,560百万円増加し、30,587百万円となりました。利益剰余

金の増加とその他有価証券評価差額金の増加によるものであります。 

以上の結果、自己資本比率は45.7％となり、1株当たり純資産額が285円78銭となりました。 

  

(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の経営成績は、売上高については、前連結会計年度比21.4％増加の70,263百万円となりました。 

経常利益については、合金鉄事業において原燃料価格の上昇などコストアップ要因がありましたものの国際市況に



対応した価格改定を実施いたしました結果、7,140百万円と引き続き好調に推移し前連結会計年度比2.3％減少にと

どまりました。当期純利益については、特別損失の計上が前連結会計年度に比べ減少したため、27.2％増加し過去最

高の3,727百万円となりました。 

また、１株当たり当期純利益は34円57銭、自己資本利益率は13.2％となりました。 

なお、セグメント別の増減要因につきましては、「１ 業績等の概要」に記載しております。 

  

(3)資本の財源及び資金の流動性のついての分析 

当連結会計年度の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の収入は3,788百万円と前連結会計年度比1,240百万円の

減少となりました。これは主として売上の増加に伴いたな卸資産が増加したものであります。 

一方、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の支出は、3,860百万円と前連結会計年度比1,128百万円の減少とな

ったため、以上を合計した「フリー・キャッシュ・フロー」は72百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ、

2,368百万円の減収となりました。 

このフリー・キャッシュ・フローに、配当金などの支払を行いました結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等

物は前連結会計年度比515百万円減少し、2,740百万円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資(有形固定資産のほか、無形固定資産を含む。金額には消費税等を含まない。)につきま

しては、総額3,215百万円の投資を行いました。 

事業の種類別セグメントの設備投資の主な内訳は次のとおりであります。 

合金鉄事業 

当連結会計年度の主な設備投資等は、徳島工場自家発電設備を中心に総額2,205百万円の設備投資を実施しまし

た。 

なお、重要な設備の除却及び売却はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成17年12月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成17年12月31日現在 

(注)１ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具・備品であります。なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

徳島工場 
・研究所 
(徳島県阿南市) 

合金鉄 
新素材 
化学品 
その他 

電気炉設備、
クロム塩類・
酸化ジルコニ
ウム製造設備
等 

3,235 6,205 2,666
(540)

120 12,228 181

北陸工場 
(富山県射水市) 

合金鉄 
新素材 

電気炉・テル
ミット反応炉
設備等 

558 647 471
(129)

9 1,686 49

日高工場 
・幌満川発電所 
(北海道様似町) 

その他 発電設備等 1,233 835 29
(1,628)

4 2,101 23

郡山工場 
・商品開発セン
ター 
(福島県郡山市) 

環境システ
ム 

ミニクロパッ
ク再生設備等 

267 773 289
(83)

13 1,343 44

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

リケン工業㈱ 
本社 
(東京都台東区) 

その他 事務所 14 0
61
(7)

4 81 13

日電カーボン㈱ 
本社・工場 
(福島県郡山市) 

その他 
ペースト・微
粒黒鉛製造設
備等 

15 28
18
(9)

1 63 19

日電産業㈱ 
本社・工場 
(富山県射水市) 

その他 
アルミ粒製造
設備、事務所
等 

20 38
－
(－)

1 60 41

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
従業員数
(名) 

賃借料
(百万円) 

本社ビル 
(東京都中央区) 

合金鉄 
新素材 
化学品 
環境システム 
金属珪素 
その他 

 
  
  
事務所 

  
  
74 

年間賃借料
  
  
84 
  
  



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 資本準備金による自己株式の消却による減少 

２ 商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の取り崩し 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 256,551,000

計 256,551,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 110,433,614 110,433,614
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 110,433,614 110,433,614 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年１月１日～ 
平成13年12月31日 

(注)１ 
△1,100,000 110,951,614 ― 11,026 △173 8,774

平成14年１月１日～ 
平成14年12月31日 

(注)１ 
△518,000 110,433,614 ― 11,026 △82 8,691

平成14年５月１日 
(注)２ 

― 110,433,614 ― 11,026 △3,700 4,991



(4) 【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 自己株式3,503,841株のうち、3,503単元は「個人その他」の欄に、841株は「単元未満株式の状況」の欄に含んでおりま

す。 

２ 「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が12単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 株式会社ＵＦＪ銀行は平成18年１月１日、株式会社東京三菱銀行と合併し株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となっておりま

す。 

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株

式数は、すべて両行の信託業務に係るものであります。 

３ 上記のほか、当社所有の自己株式3,503千株(持株比率3.17％)があります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

0 48 52 162 48 7 14,328 14,645 ―

所有株式数 
(単元) 

0 29,912 3,730 17,221 5,644 28 52,549 109,084 1,349,614

所有株式数 
の割合(％) 

0.00 27.42 3.42 15.79 5.18 0.02 48.17 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－３ 6,885 6.24

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21－24 4,708 4.26

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２－１ 4,275 3.87

株式会社みずほコーポレート銀 
行 

東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 4,000 3.62

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,907 2.63

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１－20 2,675 2.42

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,532 2.29

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,286 2.07

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 2,250 2.04

資産管理サービス信託銀行株式会社
退職給付信託 みずほ信託銀行口 

東京都中央区晴海１丁目８－12 1,728 1.56

計 ― 34,247 31.01



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)含まれております。 

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式841株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 3,503,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 105,581,000 105,581 ― 

単元未満株式 普通株式 1,349,614 ― ― 

発行済株式総数 110,433,614 ― ― 

総株主の議決権 ― 105,581 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本電工株式会社 

東京都中央区築地一丁目
13番14号 

3,503,000 ― 3,503,000 3.17

計 ― 3,503,000 ― 3,503,000 3.17



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社の配当政策は、各期の連結業績に応じた利益の配分を基本とし、将来の事業展開と経営体質強化のために必要

な内部留保の確保を図りつつ、業績の動向などを総合的に考慮し決定することを配当政策の基本方針としておりま

す。また、利益還元の一つとして自己株式の取得も視野に入れ、株主のご期待にお応えしてまいります。 

当期の株主配当金につきましては、中間配当は見送らせていただきましたが、当期の業績が、前期に引き続き堅調

に推移いたしましたことから、期末の配当金につきましては、１株につき７円とさせていただきました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高(円) 243 241 220 557 496

最低(円) 135 102 128 175 365

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 403 461 441 420 414 457

最低(円) 372 365 412 380 390 403



５ 【役員の状況】 
  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ― 三 井 陽一郎 昭和21年８月16日

昭和44年７月 富士製鐵㈱入社 

5

平成11年４月 新日本製鐵㈱エンジニアリング事業 

  本部技術協力事業部長 

平成13年４月 同社参与エンジニアリング事業本部 

  建築事業部長 

平成17年３月 当社代表取締役社長（現任） 

常務取締役 
各営業所管掌
兼合金鉄事業
部長 

仲 田 俊 躬 昭和18年２月８日

昭和42年４月 当社入社 

69

平成５年７月 当社合金鉄販売部長 

平成９年３月 当社取締役 

平成13年３月 当社常務取締役 

平成16年３月 当社常務取締役各営業所管掌兼合金 

  鉄事業部長（現任） 

常務取締役 

業務部管掌兼
化学品事業部
長、環境シス
テム事業部長 

望 月   実 昭和24年１月21日

昭和46年４月 新日本製鐵㈱入社 

35

平成10年７月 同社監査役事務局部長 

平成12年７月 当社参与 

平成13年３月 当社取締役 

平成15年３月 当社常務取締役 

平成18年３月 当社常務取締役業務部管掌兼化学品 

  事業部長、環境システム事業部長 

  （現任） 

常務取締役 徳島工場長 西   袈裟美 昭和19年10月23日

昭和42年４月 当社入社 

56
平成６年７月 当社日高工場長 

平成９年３月 当社取締役 

平成16年３月 当社常務取締役徳島工場長（現任） 

常務取締役 

総務・関連会
社部、経理部
管掌兼総務・
関連会社部長 

澤 田 純 夫 昭和23年８月22日

昭和46年４月 ㈱富士銀行入行 

24

平成10年５月 同行国際審査部長 

平成13年２月 当社参与 

平成13年３月 当社取締役 

平成18年３月 当社常務取締役総務・関連会社部、 

  経理部管掌兼総務・関連会社部長 

  （現任） 

取締役 新素材営業部
長 野 村 宏 幸 昭和22年10月５日

昭和45年４月 当社入社 

34平成10年２月 当社新素材営業部長 

平成12年３月 当社取締役新素材営業部長（現任） 

取締役 

新素材事業部
長兼経営企画
部長兼中国室
長 

辻 村 春 海 昭和26年４月８日

昭和51年４月 当社入社 

24

平成12年３月 当社経営企画部長 

平成15年３月 当社取締役経営企画・経理部長 

平成18年３月 当社取締役新素材事業部長兼経営企 

  画部長兼中国室長（現任） 

取締役 

合金鉄事業部
副事業部長兼
合金鉄営業部
長 

田 畠 公 三 昭和28年８月27日

昭和51年４月 当社入社 

20

平成13年３月 当社経営企画部担当部長 

平成15年３月 当社取締役生産・技術部長 

平成18年３月 当社取締役合金鉄事業部副事業部長 

  兼合金鉄営業部長（現任） 

取締役 電池材料事業
部長 穴 澤 修 二 昭和25年12月２日

昭和49年４月 当社入社 

13

平成12年３月 当社経理部長 

平成15年３月 当社参与新規事業開発（電池材料） 

  担当 

平成15年７月 当社参与電池材料事業部長 

平成16年３月 当社取締役電池材料事業部長 

  （現任） 



  

(注)  監査役岩谷公雄、渡邉 庸、神谷武秀は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外

監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 北陸工場長 黒 田 良 治 昭和25年１月５日

昭和49年４月 当社入社 

9平成13年３月 当社生産管理部長 

平成16年３月 当社取締役北陸工場長（現任） 

取締役 

生産・技術部 
、日高工場、
研究所管掌兼
生産・技術部
長 

汐 田 晴 是 昭和26年１月25日

昭和50年４月 新日本製鐵㈱入社 

1

平成14年４月 同社技術開発本部環境・プロセス研 

  究開発センターエネルギー・プロセ 

  ス研究開発部長 

平成17年４月 当社参与徳島工場副工場長 

平成18年３月 当社取締役生産・技術部、日高工場 

  、研究所管掌兼生産・技術部長（現 

  任） 

取締役 経理部長 羽 田 輝 美 昭和26年９月６日

昭和51年４月 当社入社 

4
平成13年３月 当社経理部担当部長 

平成15年３月 当社経営企画・経理部担当部長 

平成18年３月 当社取締役経理部長（現任） 

取締役 秘書・人事部
長 須 貝 俊 一 昭和29年８月31日

昭和52年４月 当社入社 

1
平成15年３月 当社秘書部長 

平成16年３月 当社秘書・人事部長 

平成18年３月 当社取締役秘書・人事部長（現任） 

監査役 
(常勤) ― 岩 谷 公 雄 昭和19年10月14日

昭和43年４月 富士製鐵㈱入社 

10

平成５年６月 新日本製鐵㈱経営企画部専門部長 

平成７年１月 日鉄海運㈱企画管理部部長 

平成７年９月 同社企画部長 

平成９年６月 同社取締役総務部長 

平成13年６月 同社常務取締役 

平成15年３月 当社常勤監査役（現任） 

監査役 ― 渡 邉   庸 昭和13年６月29日

昭和38年４月 富士製鐵㈱入社 

41

平成３年６月 新日本製鐵㈱技術開発本部調整部専 

  門部長 

平成４年５月 ビューティフルエージング協会設立 

  準備委員会事務局業務第二部長 

平成６年７月 (社)ビューティフルエージング協会 

  事務局長 

平成９年３月 当社常勤監査役 

平成15年３月 当社監査役（現任） 

監査役 ― 多 田 雅 文 昭和16年６月３日

昭和39年４月 当社入社 

45

平成４年10月 当社宮古工場長 

平成９年３月 当社取締役 

平成10年３月 当社常務取締役 

平成12年３月 当社監査役（現任） 

監査役 ― 神 谷 武 秀 昭和17年３月23日

昭和40年４月 富士製鐵㈱入社 

―

平成４年２月 新日本製鐵㈱総合調査部専門部長 

平成11年６月 ㈱日鉄ライフ取締役総務部長兼ライ 

  フ事業本部長 

平成13年７月 日本障害者雇用促進協会常務理事 

平成15年10月 独立行政法人高齢・障害者雇用支援 

  機構理事 

平成18年３月 当社監査役（現任） 

計 391



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実、強化を経営上の最も重要な課題の一つとして位置付け、

「他社を差異化する製品および技術・サービスを開発提供し、企業価値を高め、豊かな社会の創造に貢献する」と

いう経営理念のもと、経営全般の効率化、信頼性(透明性、公平性、説明責任)を高めるとともに、内部統制システ

ムの充実などに取り組んでおります。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社機関の内容 

当社は、事業内容に精通した取締役が経営全般に関する重要な意思決定を行うべきであるとの認識のもと、委員

会等設置会社には移行せず、監査役制度を採用しております。 

当社の「取締役会」は少数の取締役のもとで、経営環境の変化に迅速に対応し、商法等で定められた事項及び経

営に関わる重要事項の審議・決定機関として、原則毎月一回以上開催し、代表取締役社長が議長を務めておりま

す。なお、社外取締役は選任しておりません。また、平成18年3月30日開催の当社定時株主総会において、取締役

の経営責任を明確にするとともに、最適人事による的確で機敏な経営を行うため、取締役の任期を１年といたしま

した。 

また、取締役会の諮問機関として取締役、各事業部長を始めとして必要に応じ各部門担当部長などが出席する

「経営会議」を原則月一回開催し、グループ全体の経営方針を始めとして激変する事業環境に対応すべく、情報の

共有に基づく的確かつ機動的な業務執行体制を構築しております。 

②内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社グループは、企業倫理の確立と国内外の法およびその精神を遵守し、良い企業市民として信頼を得るため

に、企業行動憲章を制定しております。また、当社グループはコンプライアンスの周知徹底を図ることを目的に

「コンプライアンス委員会」を設置し、全社的な浸透を図るべく様々な施策を展開しております。 

具体的には、内部管理体制とコンプライアンスの強化を目的に、総務担当役員を委員長とする常設の「内部監査

委員会(兼務者含め７名配置)」を設置し、グループ経営の合理化、効率化および業務の適正な遂行を図るととも

に、当社グループの信頼、信用を損なう違法行為の未然防止や早期発見に取り組んでおります。また、法律上の判

断を必要とする事項につきましては、必要に応じ顧問弁護士より専門的な立場からアドバイスを受けております。

リスク管理体制につきましては、2006年2月、経営リスクの管理と低減を総括する組織として常設の「リスク管

理委員会」を設置、事業活動全般にわたり生じうる様々なリスクについて、そのリスクの分析や対応策の検討を行

い、定時に、または必要に応じ随時に、取締役会に報告または意見書を提出する体制を整えております。万一、多

大な損失が予想される経営危機が発生した場合には、直ちに「危機管理対策本部」を設置し、迅速に必要な対応を

行い、損害・影響等を最小限にとどめる体制を整えております。 

個人情報保護につきましては、グループ全体の体制を整え、社内規程やマニュアルを作成のうえ、教育啓蒙活動

を実施しております。 

情報開示につきましては、経営内容の公平性・透明性などを高めて行くために、適時、適切な開示に努め、ＩＲ

活動やホームページの充実など引き続き積極的に取り組んでおります。 

③内部監査、監査役監査、会計監査の状況 

内部監査につきましては、「内部監査委員会」のもと、年次監査計画を立案し、各部門並びに各グループ会社の

業務監査などを実施し、改善すべき事項を明らかにしたうえで、改善のための助言や勧告を行っております。 

当社は監査役制度を採用しております。監査役４名中、社外監査役は２名（提出日現在は３名）となっておりま

す。各監査役は監査役会で定めた監査方針のもと、取締役会を始めとする経営会議など重要な会議への出席、業務

状況の聴取、重要な決裁書類の閲覧、事業所などへの往査、子会社調査など、取締役の職務執行の監査を行ってお



ります。また、代表取締役との意見交換会、会計監査人からの監査計画報告及び会計監査結果報告などの会議を

定例的に実施しております。 

会計監査につきましては、中央青山監査法人と監査契約を締結し、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関

する法律」及び「証券取引法」に基づく監査を受けております。当社の会計監査を執行した公認会計士は、黒澤誠

一及び大橋洋史の両氏であり、監査業務にかかる補助者は、公認会計士３名、会計士補５名及びその他１名により

構成されております。また、黒澤誠一氏の当社の監査年数は８年、大橋洋史氏の当社の監査年数は11年でありま

す。なお、同監査法人及び当社監査に従事する業務執行社員との間には、特別な利害関係はありません。 

当社のコーポレート・ガバナンスの体制は次のとおりであります。 

コーポレート・ガバナンス体制の模式図 

 
  



(3)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役は２名（提出日現在は３名）、社外取締役はおりません。また、当社はこれらの社外監査役との人的

関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

  

(4)役員報酬及び監査報酬の内容 

役員報酬の内容 

取締役の年間報酬 175百万円 

監査役の年間報酬  19百万円 

監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  20百万円 

上記以外の業務に基づく報酬 なし 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)及

び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表並びに当連結会計年度(平成

17年１月１日から平成17年12月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸

表及び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  3,409 2,872  

２ 受取手形及び売掛金 ※1,3  13,415 13,658  

３ たな卸資産  14,856 18,862  

４ 繰延税金資産  344 236  

５ その他  1,101 1,488  

６ 貸倒引当金  △49 △51  

流動資産合計  33,078 56.3 37,067 55.4

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※４     

(1) 建物及び構築物 15,263 15,559    

減価償却累計額 9,732 5,530 9,664 5,895  

(2) 機械装置及び運搬具 29,165 28,331    

減価償却累計額 21,806 7,359 19,285 9,046  

(3) 土地  4,163 4,166  

(4) 建設仮勘定  1,103 218  

(5) その他 919 896    

減価償却累計額 716 202 685 211  

有形固定資産合計  18,359 31.2 19,538 29.2

２ 無形固定資産  322 0.6 215 0.3

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※２  5,441 8,277  

(2) 繰延税金資産  261 69  

(3) その他 ※２  1,321 1,744  

(4) 貸倒引当金  △13 △11  

投資その他の資産合計  7,011 11.9 10,080 15.1

固定資産合計  25,693 43.7 29,833 44.6

資産合計  58,772 100.0 66,901 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金 ※３  6,917 9,065  

２ 短期借入金 ※６  11,642 11,833  

３ 一年内返済長期借入金 ※４  ― 5,000  

４ 未払法人税等  2,078 1,585  

５ 設備建設手形債務 ※３  1,025 1,084  

６ その他  3,181 3,695  

流動負債合計  24,845 42.3 32,265 48.3

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※４  5,000 ―  

２ 繰延税金負債  ― 680  

３ 退職給付引当金  2,050 2,382  

４ 役員退職引当金  382 509  

５ その他  51 51  

固定負債合計  7,485 12.7 3,622 5.4

負債合計  32,330 55.0 35,887 53.7

(少数株主持分)     

少数株主持分  414 0.7 425 0.6

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※７  11,026 18.8 11,026 16.5

Ⅱ 資本剰余金  8,693 14.8 8,694 13.0

Ⅲ 利益剰余金  5,854 9.9 8,856 13.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1,253 2.1 2,800 4.2

Ⅴ 為替換算調整勘定  △257 △0.4 △224 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※８  △543 △0.9 △565 △0.9

資本合計  26,027 44.3 30,587 45.7

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 58,772 100.0 66,901 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  57,866 100.0 70,263 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  44,485 76.9 56,854 80.9

売上総利益  13,381 23.1 13,409 19.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１     

１ 商品製品荷造運送費 1,535 1,552    

２ 販売諸経費 1,007 1,164    

３ 貸倒引当金繰入額 7 1    

４ 給料諸手当 1,185 1,343    

５ 退職給付費用 85 71    

６ 役員退職引当金繰入額 82 98    

７ 研究開発費 407 464    

８ その他 1,525 5,836 10.1 1,581 6,279 9.0

営業利益  7,544 13.0 7,130 10.1

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 3 4    

２ 受取配当金 52 135    

３ 賃貸料 30 ―    

４ 持分法による投資利益 75 205    

５ 受取手数料 43 ―    

６ 原材料売却益 29 81    

７ 為替差益 ― 148    

８ その他 40 276 0.5 69 645 1.0

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 149 153    

２ 支払手数料 90 85    

３ 本社移転費用 ― 74    

４ 原材料売却損 167 84    

５ その他 101 509 0.9 237 635 0.9

経常利益  7,311 12.6 7,140 10.2

Ⅵ 特別損失     

１ たな卸資産廃却損 99 ―    

２ 固定資産売却損 ※２ 224 ―    

３ 固定資産廃却損 ※３ 468 417    

４ 退職給付費用 356 356    

５ 役員退職引当金繰入額 300 ―    

６ 構造改善費用 ※４ 730 ―    

７ 環境改善費用 ― 2,181 3.7 149 923 1.4

税金等調整前当期純利益  5,130 8.9 6,216 8.8

法人税、住民税及び 
事業税 

2,131 2,559    

法人税等調整額 66 2,197 3.8 △76 2,483 3.5

少数株主利益  2 0.0 5 0.0

当期純利益  2,929 5.1 3,727 5.3

      



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 8,691 8,693

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益 2 2 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 8,693 8,694

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,258 5,854

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 2,929 3,727  

２ 持分法適用会社の 
減少に伴う増加高 

3 2,933 ― 3,727

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 322 695  

２ 役員賞与 15 337 30 725

Ⅳ 利益剰余金期末残高 5,854 8,856

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益   5,130 6,216 

２ 減価償却費   1,943 1,970 

３ 連結調整勘定償却額   △0 △2 

４ 貸倒引当金の増減額（減少：△）   7 △0 

５ 退職給付引当金の増減額（減少：△）   329 331 

６ 役員退職引当金の増減額（減少：△）   382 126 

７ 受取利息及び配当金   △56 △140 

８ 支払利息   149 153 

９ 為替差損益（差益：△）   △0 △85 

10 持分法による投資損益（利益：△）   △75 △205 

11 投資有価証券売却益   △1 ― 

12 たな卸資産廃却損   99 ― 

13 有形固定資産廃却損   468 417 

14 有形固定資産売却損   224 ― 

15 構造改善費用   730 ― 

16 環境改善費用   ― 149 

17 売上債権の増減額（増加：△）   △3,995 △243 

18 たな卸資産の増減額（増加：△）   △2,246 △4,005 

19 前渡金の増減額（増加：△）   △484 △120 

20 仕入債務の増減額（減少：△）   1,242 2,148 

21 設備債務の増減額（減少：△）   470 293 

22 役員賞与の支払額   △15 △30 

23 預り金の増減額（減少：△）   379 413 

24 その他   562 △475 

小計   5,247 6,913 

25 利息及び配当金受取額   56 164 

26 利息の支払額   △149 △153 

27 法人税等の支払額   △126 △3,136 

営業活動によるキャッシュ・フロー   5,028 3,788 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 定期預金の払戻による収入   ― 1 

２ 有形・無形固定資産取得による支出   △2,112 △3,215 

３ 有形固定資産売却による収入   86 63 

４ 投資有価証券の取得による支出   △17 △8 

５ 投資有価証券の売却による収入   2 0 

６ 連結子会社株式の取得による収入   ― △0 

７ 連結子会社の売却による収入   27 ― 

８ 貸付けによる支出   △46 △48 

９ 貸付金の回収による収入   21 9 

10 出資金の払込による支出 △460 △471 

11 出資金の回収による収入 ― 180 

12 その他   △232 △369 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,731 △3,860 



  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増減額（減少：△）   △1,343 191 

２ 自己株式の取得による支出   △141 △22 

３ 自己株式の売却による収入   3 1 

４ 親会社による配当金の支払額   △322 △695 

５ 少数株主への配当金の支払額   △2 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,807 △528 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 85 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   489 △515 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,765 3,255 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,255 2,740 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(1) 連結の範囲に関する事項 

 (イ)連結子会社は８社であります。 

   連結子会社は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載のとおりであります。 

   なお、従来連結の範囲に含めておりました新栄運

輸倉庫㈱は、株式売却のため、当連結会計年度より

連結の範囲から除いております。 

(1) 連結の範囲に関する事項 

 (イ) 連結子会社は８社であります。 

   連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

 (ロ) 非連結子会社は２社であります。主要な非連結

子会社名は、NDリサイクル・リミテッドでありま

す。非連結子会社２社は、いずれも小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

連結の範囲から除いております。 

 (ロ) 同左 

(2) 持分法の適用に関する事項 

 (イ)持分法を適用した非連結子会社は１社でありま

す。適用会社名は、NDリサイクル・リミテッドであ

ります。 

   なお、当連結会計年度において、新たに出資した

錦州日電鉄合金有限公司に対する投資については、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法適用会社の範囲から除いておりま

す。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

 (イ)持分法を適用した非連結子会社は１社でありま

す。適用会社名は、NDリサイクル・リミテッドであ

ります。 

なお、錦州日電鉄合金有限公司に対する投資につ

いては、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法適用会社の範囲から除いて

おります。 

 (ロ)関連会社３社に対する投資については、持分法を

適用しております。適用会社名については、「第１

企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載のとおり

であります。 

   なお、従来持分法を適用しておりましたRIKO・リ

ミテッドに対する投資については、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、当連結

会計年度より持分法適用会社の範囲から除いており

ます。 

 (ロ)関連会社３社に対する投資については、持分法を

適用しております。適用会社名については、「第１

企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載のとおり

であります。 

なお、RIKO・リミテッドに対する投資について

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法適用会社の範囲から除いており

ます。 

 (ハ)親会社投資勘定と持分法適用会社資本勘定との相

殺消去は段階法によっております。なお、この相殺

消去の結果生じた投資差額は連結の場合に準じて発

生日以降５年間で均等償却しております。 

――――――― 

(3) 連結子会社の事業年度に関する事項 

  すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。 

(3) 連結子会社の事業年度に関する事項 

   同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(4) 会計処理基準に関する事項 

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ・有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定) 

(4) 会計処理基準に関する事項 

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ・有価証券 

    同左 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

  

  ・デリバティブ 

    時価法によっております。 

  ・デリバティブ 

  同左 

  ・たな卸資産 

    主として、移動平均法による原価法によってお

ります。 

  ・たな卸資産 

    同左 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ・有形固定資産 

    主として定額法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については、定額法を採用して

おります。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ７年～60年

機械装置及び運搬具 ２年～20年

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ・有形固定資産 

    同左 

  ・無形固定資産 

    ソフトウェア(自社利用)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法、それ以

外の無形固定資産については残存価額を零とする

定額法によっております。 

  ・無形固定資産 

    同左 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ・貸倒引当金 

    債権の貸倒による損失に備えて、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ・貸倒引当金 

    同左 

  ・退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

    なお、会計基準変更時差異(1,781百万円)につ

いては、５年による按分額を費用処理しておりま

す。 

  ・退職給付引当金 

    同左 



  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  ・役員退職引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

  ・役員退職引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

（会計処理の変更） 

役員退職慰労金については、従来支出時の費用

として処理しておりましたが、当連結会計年度よ

り内規に基づく当連結会計年度末要支給額を役員

退職引当金として計上する方法に変更しておりま

す。 

この変更は、最近の会計慣行として定着してい

ること及び役員の在任期間等の状況から今後金額

の重要性が増すと予想されること、さらに当連結

会計年度に内規の見直しを行ったことを機に、期

間損益の適正化及び財務内容の健全化を図るた

め、役員退職慰労金を役員の在任期間にわたって

合理的に費用配分したことによっております。 

この変更により、当連結会計年度の発生額82百

万円は販売費及び一般管理費に、過年度相当額

300百万円は特別損失に計上しております。 

この結果、当連結会計年度において、従来の方

法によった場合に比較して、営業利益及び経常利

益は82百万円、税金等調整前当期純利益は382百

万円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

――――――― 

 (ニ)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 (ニ)重要なリース取引の処理方法 

    同左 

 (ホ)消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

 (ホ)消費税等の会計処理 

    同左 

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   同左 

(6) 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は、５年間で定額法により償却してお

ります。 

(6) 連結調整勘定の償却に関する事項 

   同左 

(7) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

(7) 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   同左 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金及び随時引出し可能な

預金並びに取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資か

らなっております。 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   同左 



  
表示方法の変更 

  

  
追加情報 

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

（連結損益計算書） 

――――――― 

（連結損益計算書） 

１ 賃貸料 

前連結会計年度において、区分掲記しておりました営

業外収益の「賃貸料」(当連結会計年度25百万円)は、営

業外収益の合計額の100分の10以下となったため、「そ

の他」に含めて表示しております。 

１ 受取手数料 

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました「受取手数料」(前連結会計

年度14百万円)は、営業外収益の合計額の100分の10を超

えたため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

――――――― 

２ 原材料売却益 

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました「原材料売却益」(前連結会

計年度15百万円)は、営業外収益の合計額の100分の10を

超えたため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。 

――――――― 

３ 原材料売却損 

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「原材料売却損」(前連結会

計年度18百万円)は、営業外費用の合計額の100分の10を

超えたため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。 

――――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前渡金の増加額 

 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「前渡金の増加額」（前連結会計年度 前渡金の減少額

32百万円）については、重要性が増したため、当連結会

計年度より区分掲記しております。 

――――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――――― 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が84百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整当期純利益が同額減

少しております。 

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

※１ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 ※１ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 



(イ)受取手形割引高 719百万円

(ロ)受取手形裏書譲渡高 174百万円

(イ)受取手形割引高 669百万円

(ロ)受取手形裏書譲渡高 157百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

投資有価証券(株式) 1,584百万円

投資その他の資産その他(出資金) 460百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

投資有価証券(株式) 1,798百万円

投資その他の資産その他(出資金) 931百万円

※３ 連結会計年度の期末日満期手形の取扱い 

   期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済され

たものとして処理されております。 

※３ 連結会計年度の期末日満期手形の取扱い 

    同左 

   なお、期末日満期手形の金額は次のとおりであり

ます。 

受取手形 426百万円

支払手形 262百万円

設備建設手形債務 68百万円

   なお、期末日満期手形の金額は次のとおりであり

ます。 

受取手形 343百万円

支払手形 270百万円

設備建設手形債務 97百万円

※４ 担保に供されている資産 

   有形固定資産のうち、親会社の徳島工場・北陸工

場・日高工場をもって工場財団を組成し、長期借入

金5,000百万円の担保に供しております。 

   工場財団帳簿価額 

建物及び構築物 4,517百万円

機械装置及び運搬具 5,927 〃 

土地 3,072 〃 

計 13,517百万円

※４ 担保に供されている資産 

   有形固定資産のうち、親会社の徳島工場・北陸工

場・日高工場をもって工場財団を組成し、一年内返

済長期借入金5,000百万円の担保に供しておりま

す。 

   工場財団帳簿価額 

建物及び構築物 4,925百万円

機械装置及び運搬具 7,685 〃 

土地 3,075 〃 

計 15,686百万円

 ５ 偶発債務 

   次の会社及び従業員の銀行借入に対して債務の保

証をしております。 

なお、日高エレクトロン㈱への債務保証は連帯保

証であり、当社の負担額は1,025百万円でありま

す。 

  被保証先     保証額  

日高エレクトロン㈱ 2,051百万円

従業員 3 〃 

計 2,054百万円

 ５ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社及び従業員の金融機関から

の借入金に対して債務の保証をしております。 

なお、日高エレクトロン㈱への債務保証は連帯保

証であり、当社の負担額は880百万円であります。 

被保証先   保証額   

日高エレクトロン㈱ 1,761百万円 

錦州日電鉄合金有限公司 237 〃 

従業員 3 〃 

計 2,002百万円 

※６ コミットメントラインの設定 

   当社グループは、運転資金の安定調達による手元

資金の圧縮及び資金管理業務の合理化を目的とし、

㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とし取引銀行８

行との間に融資枠(コミットメントライン)を設定し

ております。 

借入枠 14,000百万円

借入実行残高 11,600百万円

差引 2,400百万円

※６ コミットメントラインの設定 

   同左 

  

  

  

  

借入枠 14,000百万円

借入実行残高 11,700百万円

差引 2,300百万円

※７ 連結財務諸表提出会社の発行済株式総数 

普通株式 110,433,614株

※７ 連結財務諸表提出会社の発行済株式総数 

同左 

※８ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数 

普通株式 3,451,874株

※８ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数 

普通株式 3,503,841株



  
 (連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は407百万円であります。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は464百万円であります。 

※２ 固定資産売却損の主なものは、次のとおりであり

ます。 

土地 223百万円

※２ ――――――― 

  

※３ 固定資産廃却損の主なものは、次のとおりであり

ます。 

機械装置及び運搬具 428百万円

※３ 固定資産廃却損の主なものは、次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 225百万円

機械装置及び運搬具 183百万円

※４ 構造改善費用は、親会社の化学品製造設備の一部

を停止することに伴い、事業構造改善に係る合理化

費用を計上したものであり、内訳は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物廃却損 90百万円

機械装置及び運搬具廃却損 335百万円

臨時償却費 211百万円

たな卸資産廃却損等 93百万円

合計 730百万円

※４ ――――――― 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,409百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △154百万円

現金及び現金同等物 3,255百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,872百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △132百万円

現金及び現金同等物 2,740百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

  

取得価額 
相当額 

  減価償却 
累計額 
相当額 

  

期末残高
相当額 

機械装置 
及び運搬具 

  
91百万円

  
48百万円

  
42百万円

その他 
（工具器具
及び備品） 

  

39百万円

  

24百万円

  

15百万円

合計 
  
130百万円

  
73百万円

  
57百万円

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

  

期末残高 
相当額 

機械装置
及び運搬具 

88百万円 31百万円
  
56百万円

その他
（工具器具
及び備品） 

49百万円 33百万円

  

15百万円

合計 137百万円 65百万円
  
72百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19百万円

１年超 37 〃 

合計 57百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 23百万円

１年超 49 〃 

合計 72百万円

  なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

   同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度末(平成16年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 前連結会計年度末(平成16年12月31日)

その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの) 

  

株式 1,275 3,392 2,116

小計 1,275 3,392 2,116

(連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの) 

 

株式 86 80 △6

小計 86 80 △6

合計 1,362 3,472 2,110

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

2 1 ―

種類 
前連結会計年度末
(平成16年12月31日) 

その他有価証券 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 384

合計 384



当連結会計年度末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 当連結会計年度末(平成17年12月31日)

その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの) 

  

株式 1,369 6,090 4,721

小計 1,369 6,090 4,721

(連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの) 

 

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 1,369 6,090 4,721

種類 
当連結会計年度末
(平成17年12月31日) 

その他有価証券 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

  非上場株式 388

合計 388



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

（1）取引の内容 

当グループが利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。 

（2）取引に対する取組方針 

当グループが利用しているデリバティブ取引の限度額を実需の範囲内としております。 

（3）取引の利用目的 

当グループは外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っておりま

す。 

また、当グループが利用しているデリバティブ取引には、投機目的のものはありません。 

（4）取引に係るリスクの内容 

当グループが利用しているデリバティブ取引は、市場価格の変動リスクを有しております。 

また、為替予約取引は、信用度の高い国内の大手銀行であるため、相手方の不履行に係る信用リスクはないと判断

しております。 

（5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、各部門の要請により、実需に基づいていることを確認の上、取引の実行と管理を経理担当部

門で行っております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

 （注）時価の算定方法は、先物為替相場によっております。 

  

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益 
(百万円) 

市場取引 為替予約取引       

以外の 買建       

取引   米ドル 16 ― 16 △0 



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

（1）取引の内容 

当グループが利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。 

（2）取引に対する取組方針 

当グループが利用しているデリバティブ取引の限度額を実需の範囲内としております。 

（3）取引の利用目的 

当グループは外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っておりま

す。 

また、当グループが利用しているデリバティブ取引には、投機目的のものはありません。 

（4）取引に係るリスクの内容 

当グループが利用しているデリバティブ取引は、市場価格の変動リスクを有しております。 

また、為替予約取引は、信用度の高い国内の大手銀行であるため、相手方の不履行に係る信用リスクはないと判断

しております。 

（5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、各部門の要請により、実需に基づいていることを確認の上、取引の実行と管理を経理担当部

門で行っております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

 （注）時価の算定方法は、先物為替相場によっております。 

  

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益 
(百万円) 

市場取引 為替予約取引       

以外の 買建       

取引   米ドル 6 ― 6 △0 



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

  

(注) 連結子会社は、退職給付の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

(注) 簡便法による退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

(百万円) 

  
  

① 退職給付債務 △2,862

② 年金資産 485

③ 小計(①＋②) △2,377

④ 会計基準変更時差異の未処理額 356

⑤ 未認識数理計算上の差異 △29

⑥ 合計(③＋④＋⑤) △2,050

⑦ 前払年金費用 ―

⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦) △2,050

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

(百万円) 

  
  
  

① 勤務費用 153

② 利息費用 68

③ 期待運用収益 △10

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 356

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 0

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 568

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.5％

③ 期待運用収益率 2.5％

④ 数理計算上の差異の処理年数 15年 

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。) 
⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 5年



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

  

(注) 連結子会社は、退職給付の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

(注) 簡便法による退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  
  

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

(百万円) 

  
  

① 退職給付債務 △2,930

② 年金資産 628

③ 小計(①＋②) △2,301

④ 会計基準変更時差異の未処理額 ―

⑤ 未認識数理計算上の差異 △80

⑥ 合計(③＋④＋⑤) △2,382

⑦ 前払年金費用 ―

⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦) △2,382

  
  

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(百万円) 

  
  
  

① 勤務費用 153

② 利息費用 68

③ 期待運用収益 △12

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 356

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 △2

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 564

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.5％

③ 期待運用収益率 2.5％

④ 数理計算上の差異の処理年数 15年 

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。) 
⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 5年



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳 
  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

(百万円) 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日) 

(百万円) 

繰延税金資産   

退職給付引当金 805 948 

役員退職引当金 154 206 

投資有価証券評価損 108 108 

ゴルフ会員権評価損 20 17 

繰越欠損金 35 26 

減価償却超過額 158 ― 

未払事業税 176 118 

未払事業所税 3 3 

棚卸資産調整額 ― 106 

その他 16 19 

繰延税金資産小計 1,479 1,554 

評価性引当額 12 10 

繰延税金資産合計 1,466 1,544 

繰延税金負債と相殺 860 1,238 

繰延税金資産の純額 606 305 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 856 1,914 

その他 3 4 

繰延税金負債合計 860 1,918 

繰延税金資産と相殺 860 1,238 

繰延税金負債の純額 ― 680 

    

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下である
ため、記載を省略しております。 

同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

  

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、6,176百万円であります。その主なものは、余資運用資産

(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券等)であります。 

４ 役員退職引当金 

当連結会計年度より、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（4）（ハ）に記載の通り、役員退職慰労金に

ついて役員退職引当金を計上する方法に変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度のセグメント情報に与える影響は軽微でありま

す。 

  

  
合金鉄 
事業 

(百万円) 

新素材 
事業 

(百万円) 

化学品 
事業 

(百万円)

環境
システム
事業 
(百万円)

金属珪素
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

  
計 

(百万円) 

消去 
又は全社 

(百万円) 

  
連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
営業利益 

      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

38,279 3,221 7,780 1,612 1,939 5,033 57,866 ― 57,866

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

264 42 81 31 75 1,929 2,426 (2,426) ―

計 38,544 3,264 7,862 1,644 2,014 6,962 60,292 (2,426) 57,866

営業費用 31,273 3,330 8,198 1,309 1,969 6,666 52,748 (2,426) 50,321

営業利益又は 
営業損失(△) 

7,270 △66 △335 334 45 296 7,544 (―) 7,544

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

      

資産 29,549 7,401 5,933 2,253 990 6,493 52,623 6,149 58,772

減価償却費 704 407 629 211 2 199 2,155 ― 2,155

資本的支出 1,316 75 78 291 0 350 2,112 ― 2,112

事業区分 主要な事業内容

合金鉄事業 
フェロマンガン、フェロクロム、フェロシリコン、フェロバナジウム、そ
の他の特殊金属製品の製造・販売等 

新素材事業 
フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、リチウムイオン二次電池
材料等の製造・販売 

化学品事業 クロム塩類、ぼう硝等の製造・販売

環境システム事業 クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収事業等

金属珪素事業 金属けい素等の製造・販売

その他の事業 

酸・アルカリ類、金属製品、貴金属化合物等の販売、珪カル肥料、アルミ
粒、微粒黒鉛、ペースト、サンプラー等鉄鋼用分析測定機器、アルミ電極
箔等の製造・販売、プラスチックの加工・販売、港湾荷役・構内作業の請
負、水力発電による電力の供給、コンクリート廃材等の再生加工・販売 



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

  

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、6,894百万円であります。その主なものは、余資運用資産

(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券等)であります。 

  

  
合金鉄 
事業 

(百万円) 

新素材 
事業 

(百万円) 

化学品 
事業 

(百万円)

環境
システム
事業 
(百万円)

金属珪素
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

  
計 

(百万円) 

消去 
又は全社 

(百万円) 

  
連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び 
営業利益 

      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

49,831 3,583 7,992 1,732 1,894 5,229 70,263 ― 70,263

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

301 41 66 29 48 1,835 2,322 (2,322) ―

計 50,133 3,624 8,058 1,761 1,943 7,064 72,586 (2,322) 70,263

営業費用 42,530 4,325 8,470 1,461 1,899 6,770 65,456 (2,322) 63,133

営業利益又は 
営業損失(△) 

7,602 △700 △411 300 44 294 7,130 (―) 7,130

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

      

資産 37,207 6,523 6,367 2,237 764 6,913 60,012 6,888 66,901

減価償却費 762 412 325 214 1 254 1,970 ― 1,970

資本的支出 2,205 133 559 134 2 179 3,215 ― 3,215

事業区分 主要な事業内容

合金鉄事業 
フェロマンガン、シリコマンガン、フェロクロム、フェロシリコン、フェ
ロバナジウム、その他の特殊金属製品の製造・販売等 

新素材事業 
フェロボロン、金属クロム、酸化ジルコニウム、リチウムイオン二次電池
材料等の製造・販売 

化学品事業 クロム塩類、ほう素類等の製造・販売

環境システム事業 クロム酸回収、ほう素回収、ニッケル回収事業等

金属珪素事業 金属けい素等の製造・販売

その他の事業 

酸・アルカリ類、金属製品、貴金属化合物等の販売、珪カル肥料、アルミ
粒、微粒黒鉛、ペースト、サンプラー等鉄鋼用分析測定機器、アルミ電極
箔等の製造・販売、プラスチックの加工・販売、港湾荷役・構内作業の請
負、水力発電による電力の供給、コンクリート廃材等の再生加工・販売 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本国以外の国又は地域に所在する連結子会社はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略し

ております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

子会社等 

（注）日高エレクトロン㈱への債務保証は連帯保証であり、当社の負担額は1,025百万円であります。なお、当社は

日高エレクトロン㈱から保証料は受け取っておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

子会社等 

（注）１ 取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２ 日高エレクトロン㈱への債務保証は連帯保証であり、当社の負担額は880百万円であります。なお、当社

は日高エレクトロン㈱から保証料は受け取っておりません。 

   ３ ＳＡＪバナジウム・リミテッドからの製品購入につきましては、一般の取引条件と同様に決定しており

ます。 

  

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金

（百万円）

事業の内容又

は職業 
議決権等の

所有割合 

関係内容
取引の 

内容 
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）役員の兼

任等 
事業上の

関係 

関連

会社 
日高エレク

トロン㈱ 
北海道

様似町 
100

アルミ電極

箔の製造・

販売 
直接50％

兼任

４人 
債務

保証 
債務

保証 
2,051 ― ―

属性 
会社等 
の名称 

住所 資本金
事業の内容又

は職業 
議決権等の

所有割合 

関係内容
取引の 

内容 
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）役員の兼

任等 
事業上の

関係 

関連

会社 

日高エレク

トロン㈱ 
（注1） 

北海道

様似町 

百万円 
  

100 

アルミ電極

箔の製造・

販売 
直接50％

兼任

４人 
債務

保証 
債務

保証 
1,761 ― ―

関連

会社 

SAJバナジウ

ム・リミテ

ッド 
（注2） 

南アフ

リカ・ 
ウィッ

トバン

ク 

千ランド

  
30,000 

フェロバナ

ジウムの製

造・販売 
直接40％

兼任

１人 
出向 
１人 

同社

製品

の購

入 

同社製

品の購

入 
8,917

流動資

産その

他 
299



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 243円00銭 １株当たり純資産額 285円78銭

１株当たり当期純利益 27円06銭 １株当たり当期純利益 34円57銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 2,929 3,727 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 30 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） （30） （30） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,899 3,697 

普通株式の期中平均株式数（株） 107,155,337 106,952,139 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) 「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

      

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 11,642 11,833 0.58 ― 

１年内返済長期借入金 ― 5,000 1.01 ― 

長期借入金(１年内返済のものを
除く。) 

5,000 ― ―    ― 

合計 16,642 16,833 ― ― 



２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）      
Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  2,570 1,883  

２ 受取手形 ※2,3  2,138 1,622  

３ 売掛金 ※３  9,294 9,848  

４ 商品  1,593 3,738  

５ 製品  8,489 9,041  

６ 半製品  495 673  

７ 原材料  3,513 4,689  

８ 仕掛品  235 190  

９ 貯蔵品  175 153  

10 前渡金  627 747  

11 前払費用  228 234  

12 繰延税金資産  336 224  

13 短期貸付金  170 186  

14 未収入金  211 413  

15 その他  9 2  

16 貸倒引当金  △8 △8  

流動資産合計  30,082 53.5 33,643 52.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１     

(1) 建物 9,393 9,331    

減価償却累計額 5,882 3,511 5,742 3,589  

(2) 構築物 5,260 5,602    

減価償却累計額 3,373 1,887 3,431 2,171  

(3) 機械装置 28,394 27,552    

減価償却累計額 21,177 7,216 18,668 8,884  

(4) 車両運搬具 33 37    

減価償却累計額 24 8 25 12  

(5) 工具・器具・備品 845 818    

減価償却累計額 656 189 624 194  

(6) 土地  4,083 4,086  

(7) 建設仮勘定  1,103 218  

有形固定資産合計  18,001 32.0 19,156 30.2

２ 無形固定資産     

(1) 営業権  235 156  

(2) 特許権  6 5  

(3) ソフトウェア  71 44  

(4) その他  4 4  

無形固定資産合計  317 0.6 211 0.3

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  3,728 6,284  

(2) 関係会社株式  2,869 2,869  

(3) 出資金  206 26  

(4) 関係会社出資金  460 931  

(5) 役員従業員に対する 
  長期貸付金 

 27 21  

(6) 繰延税金資産  208 ―  

(7) その他  289 414  

(8) 貸倒引当金  △4 △2  

投資その他の資産合計  7,785 13.9 10,544 16.6

固定資産合計  26,105 46.5 29,912 47.1

資産合計  56,187 100.0 63,556 100.0



  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ※2,3  793 861  

２ 買掛金 ※３  4,116 5,956  

３ 短期借入金 ※７  12,030 12,130  

４ 一年内返済長期借入金 ※１  ― 5,000  

５ 未払金  457 467  

６ 未払費用  859 990  

７ 未払法人税等  2,021 1,510  

８ 前受金  8 13  

９ 預り金  1,122 1,527  

10 設備建設手形債務 ※２  1,025 1,084  

11 設備建設未払金  363 597  

12 その他  333 27  

流動負債合計  23,133 41.2 30,167 47.5

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※１  5,000 ―  

２ 繰延税金負債  ― 658  

２ 退職給付引当金  1,955 2,258  

３ 役員退職引当金  374 465  

固定負債合計  7,329 13.0 3,382 5.3

負債合計  30,462 54.2 33,549 52.8

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※５  11,026 19.6 11,026 17.4

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 4,991 4,991    

２ その他資本剰余金     

(1) 資本準備金減少差益 3,700 3,700    

(2) 自己株式処分差益 2 2    

資本剰余金合計  8,693 15.5 8,694 13.7

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 1,299 1,299    

２ 任意積立金     

別途積立金 1,171 2,671    

３ 当期未処分利益 2,842 4,123    

利益剰余金合計  5,312 9.5 8,093 12.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1,235 2.2 2,757 4.3

Ⅴ 自己株式 ※８  △543 △1.0 △565 △0.9

資本合計  25,724 45.8 30,007 47.2

負債・資本合計  56,187 100.0 63,556 100.0

      



② 【損益計算書】 
  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    
 １ 製品売上高 32,655 35,801   

 ２ 商品売上高 17,501 50,156 100.0 26,378 62,179 100.0

Ⅱ 売上原価 ※6    

 １ 期首商品たな卸高 1,055 1,593   

 ２ 期首製品半製品たな卸高 8,094 8,984   

 ３ 当期商品仕入高 ※5 19,125 28,379   

 ４ 当期製品製造原価 20,166 24,267   

 ５ 他勘定振替高 ※1 ― 56   

計 48,441 63,281   

 ６ 他勘定振替高 ※1 30 ―   

 ７ 期末商品たな卸高 1,593 3,738   

 ８ 期末製品半製品たな卸高 8,984 37,831 75.4 9,715 49,826 80.1

   売上総利益  12,324 24.6 12,352 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 商品製品荷造運送費 1,533 1,550   

 ２ 販売諸経費 997 1,153   

 ３ 貸倒引当金繰入額 3 ―   

 ４ 給料諸手当 814 968   

 ５ 退職給付費用 77 60   

 ６ 役員退職引当金繰入額 80 91   

 ７ 減価償却費 27 27   

 ８ 賃借料 230 182   

 ９ 研究開発費 ※6 407 464   

 10 その他 913 5,085 10.2 1,026 5,526 8.9

   営業利益  7,239 14.4 6,826 11.0

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 2 3   

 ２ 受取配当金 ※5 112 228   

 ３ 賃貸料 56 ―   

 ４ 受取手数料 ※5 43 ―   

 ５ 原材料売却益 29 81   

 ６ 為替差益 ― 148   

 ７ その他 42 288 0.6 77 539 0.8

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 150 152   

 ２ 支払手数料 90 85   

 ３ 本社移転費用 ― 74   

 ４ 原材料売却損 167 84   

 ５ その他 83 491 1.0 169 566 0.9

   経常利益  7,035 14.0 6,799 10.9

Ⅵ 特別損失    

 １ たな卸資産廃却損 91 ―   

 ２ 固定資産売却損 ※2 207 ―   

 ３ 固定資産廃却損 ※3 466 414   

 ４ 退職給付費用 337 337   

 ５ 役員退職引当金繰入額 293 ―   

 ６ 構造改善費用 ※4 730 ―   

 ７ 環境改善費用 ― 2,126 4.2 149 901 1.4

   税引前当期純利益     4,908 9.8 5,897 9.5

   法人税、住民税及び 
   事業税 

2,036 2,446   

   法人税等調整額 72 2,108 4.2 △54 2,391 3.9

   当期純利益  2,800 5.6 3,506 5.6

   前期繰越利益  41 617 

   当期未処分利益  2,842 4,123 



製造原価明細書 

  

(注)  １ 原価計算方法：原価計算は要素別部門別に計算を行い、合金鉄は組別総合原価計算を、化学品は工程別総合原価計算を

採用しております。 

※２ 労務費には、退職給付費用が前事業年度93百万円、当事業年度97百万円含まれております。 

※３ その他経費には、公害防止設備の減価償却費が環境保全費として前事業年度134百万円、当事業年度   173百万円含ま

れております。 

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   11,580 57.3 14,825 61.2

Ⅱ 製造用電力費   2,553 12.6 3,024 12.5

Ⅲ 労務費 ※2 2,647 13.1 2,861 11.8

Ⅳ 経費      

 １ 減価償却費   1,634 1,614  

 ２ 修繕費   599 636  

 ３ その他経費 ※3 1,655 1,798  

  経費計   3,889 19.3 4,050 16.7

Ⅴ 控除額      

 １ 自家発電力使用   △19 △103  

 ２ 生成スラグ   △451 △437  

  控除額計   △470 △2.3 △540 △2.2

  当期製造費用   20,200 100.0 24,221 100.0

  期首仕掛品たな卸高   201 235  

  期末仕掛品たな卸高   △235 △190  

  当期製品製造原価   20,166 24,267  



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 上記年月日は、株主総会決議日であります。 

  

    
前事業年度

(平成17年３月30日) 
当事業年度 

(平成18年３月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

（当期未処分利益の処分）   

Ⅰ 当期未処分利益  2,842  4,123

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金  695 748 

２ 役員賞与金  30 30 

(うち監査役賞与金)  (1) (1)

３ 任意積立金   

別途積立金  1,500 2,225 2,000 2,778

Ⅲ 次期繰越利益  617  1,345

（その他資本剰余金の処分）   

Ⅰ その他資本剰余金  3,702  3,702

Ⅱ その他資本剰余金次期繰越額  3,702  3,702

   



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

 (2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

 (2) その他有価証券 

    同左 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品・製品・半製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

      ……移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   同左 

３ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

   時価法によっております。 

３ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

   同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   徳島工場・北陸工場……………………定額法 

   その他の事業所…………………………定率法 

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については、定額法を採用してお

ります。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ７年～47年 

機械装置 ７年～20年 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    同左 

 (2) 無形固定資産 

   ソフトウェア(自社利用)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法、それ以外の

無形固定資産については残存価額を零とする定額法

によっております。 

 (2) 無形固定資産 

    同左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えて、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

   数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。 

   なお、会計基準変更時差異(1,688百万円)につい

ては、５年による按分額を費用処理しております。 

 (2) 退職給付引当金 

    同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (3) 役員退職引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当事業年度末要支給額を計上しておりま

す。 

 (3) 役員退職引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当事業年度末要支給額を計上しておりま

す。 

（会計処理の変更） 

役員退職慰労金については、従来支出時の費用

として処理しておりましたが、当事業年度より内

規に基づく当事業年度末要支給額を役員退職引当

金として計上する方法に変更しております。 

この変更は、最近の会計慣行として定着してい

ること及び役員の在任期間等の状況から今後金額

の重要性が増すと予想されること、さらに当事業

年度に内規の見直しを行ったことを機に、期間損

益の適正化及び財務内容の健全化を図るため、役

員退職慰労金を役員の在任期間にわたって合理的

に費用配分したことによっております。 

この変更により、当事業年度の発生額80百万円

は販売費及び一般管理費に、過年度相当額293百

万円は特別損失に計上しております。 

この結果、当事業年度において、従来の方法に

よった場合に比較して、営業利益及び経常利益は

80百万円、税引前当期純利益は374百万円減少し

ております。 

――――――― 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

６ リース取引の処理方法 

   同左 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理について 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理について 

    同左 



  
 (表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

（損益計算書） 

――――――― 

（損益計算書） 

１ 賃貸料 

前事業年度において、区分掲記しておりました営業外

収益の「賃貸料」(当事業年度40百万円)は、営業外収益

の合計額の100分の10以下となったため、「その他」に

含めて表示しております。 

１ 受取手数料 

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「受取手数料」(前事業年度14

百万円)は、営業外収益の合計額の100分の10を超えた

ため、当事業年度より区分掲記しております。 

――――――― 

  

２ 原材料売却益 

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「原材料売却益」(前事業年度

15百万円)は、営業外収益の合計額の100分の10を超え

たため、当事業年度より区分掲記しております。 

――――――― 

  

３ 原材料売却損 

前事業年度において、営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「原材料売却損」(前事業年度

18百万円)は、営業外費用の合計額の100分の10を超え

たため、当事業年度より区分掲記しております。 

――――――― 

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――――― 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が84百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少し

ております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

※１ 担保に供されている資産 

   有形固定資産のうち、徳島工場・北陸工場・日高

工場をもって工場財団を組成し、長期借入金     

5,000百万円の担保に供しております。 

   工場財団帳簿価額 

建物・構築物 4,517百万円

機械装置 5,927 〃 

土地 3,072 〃 

計 13,517百万円

※１ 担保に供されている資産 

   有形固定資産のうち、徳島工場・北陸工場・日高

工場をもって工場財団を組成し、一年内返済長期借

入金5,000百万円の担保に供しております。 

   工場財団帳簿価額 

建物・構築物 4,925百万円

機械装置 7,685 〃 

土地 3,075 〃 

計 15,686百万円

※２ 期末日満期手形の取扱い 

   期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済され

たものとして処理されております。 

※２ 期末日満期手形の取扱い 

    同左 

   なお、期末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。 

受取手形 405百万円

支払手形 92 〃 

設備建設手形債務 68 〃 

   なお、期末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。 

受取手形 303百万円

支払手形 102 〃 

設備建設手形債務 97 〃 

※３ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは、次のとおりでありま

す。 

受取手形及び売掛金 1,136百万円

※３ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは、次のとおりでありま

す。 

受取手形及び売掛金 1,528百万円

支払手形及び買掛金 267 〃 

 ４ 偶発債務 

   次の会社及び従業員の銀行借入に対して債務の保

証をしております。 

  被保証先     保証額  

日高エレクトロン株式会社 2,051百万円

従業員 3 〃 

計 2,054百万円

 ４ 偶発債務 

   次の会社及び従業員の金融機関からの借入金に対

して債務の保証をしております。 

被保証先   保証額   

日高エレクトロン株式会社 1,761百万円 

錦州日電鉄合金有限公司 237 〃 

従業員 3 〃 

計 2,002百万円 

   なお、日高エレクトロン㈱への債務保証は連帯保

証であり、当社の負担額は1,025百万円でありま

す。 

   なお、日高エレクトロン㈱への債務保証は連帯保

証であり、当社の負担額は880百万円であります。 

※５ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 256,551千株

発行済株式総数 普通株式 110,433千株

※５ 授権株式数及び発行済株式総数 

同左  

 

６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、

1,235百万円であります。 

６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する金額

は、   2,757百万円であります。 



  

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

※７ コミットメントラインの設定 

   当社は、運転資金の安定調達による手元資金の圧

縮及び資金管理業務の合理化を目的とし、㈱みずほ

コーポレート銀行を主幹事とし取引銀行８行との間

に融資枠(コミットメントライン)を設定しておりま

す。 

借入枠 14,000百万円

借入実行残高 11,600百万円

差引 2,400百万円

※７ コミットメントラインの設定 

   同左 

  

  

  

  

借入枠 14,000百万円

借入実行残高 11,700百万円

差引 2,300百万円

※８ 会社が保有する自己株式の数 

普通株式 3,451,874株

※８ 会社が保有する自己株式の数 

普通株式 3,503,841株

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 他勘定振替高は、たな卸増減の差引損益等であり

ます。 

※１ 他勘定振替高は、たな卸増減の差引損益等であり

ます。 

※２ 固定資産売却損の主なものは、次のとおりであり

ます。 

土地 206百万円

※２ ――――――― 

  

※３ 固定資産廃却損の主なものは、次のとおりであり

ます。 

機械装置 426百万円

※３ 固定資産廃却損の主なものは、次のとおりであり

ます。 

建物 159百万円

機械装置 182百万円

※４ 構造改善費用は、化学品製造設備の一部を停止す

ることに伴い、事業構造改善に係る合理化費用を計

上したものであり、内訳は次のとおりであります。 

建物廃却損 68百万円

構築物廃却損 21百万円

機械装置廃却損 335百万円

臨時償却費 211百万円

たな卸資産廃却損等 93百万円

合計 730百万円

※４ ――――――― 

※５ 関係会社に係る注記 

   関係会社との取引に係る主なものは、次のとおり

であります。 

受取配当金 61百万円

受取手数料 43百万円

※５ 関係会社に係る注記 

   関係会社との取引に係る主なものは、次のとおり

であります。 

商品仕入高 15,010百万円

受取配当金 95百万円

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は407百万円であります。 

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は464百万円であります。 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

  

取得価額 
相当額 

  減価償却 
累計額 
相当額 

  

期末残高
相当額 

車両運搬具 
  

7百万円
  

6百万円
  

0百万円

工具・器 
具・備品 

  
39百万円

  
24百万円

  
15百万円

合計 
  
46百万円

  
30百万円

  
15百万円

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

  

期末残高 
相当額 

車両運搬具 7百万円 1百万円
  

5百万円

工具・器
具・備品 

49百万円 33百万円
  
15百万円

合計 56百万円 35百万円
  
21百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8百万円

１年超 7 〃 

合計 15百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10百万円

１年超 10 〃 

合計 21百万円

  なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

   同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年12月31日)及び当事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳 

  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
(百万円) 

当事業年度 
（平成17年12月31日) 

(百万円) 

繰延税金資産   

退職給付引当金 774 904 

役員退職引当金 151 188 

投資有価証券評価損 104 104 

ゴルフ会員権評価損 16 15 

減価償却超過額 158 ― 

未払事業税 171 112 

未払事業所税 2 2 

棚卸資産調整額 ― 106 

その他 4 4 

繰延税金資産合計 1,383 1,437 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 838 1,871 

繰延税金負債合計 838 1,871 

繰延税金資産の純額 544 ― 

繰延税金負債の純額 ― 433 

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下である
ため、記載を省略しております。 

同左 



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 240円18銭 １株当たり純資産額 280円34銭

１株当たり当期純利益 25円85銭 １株当たり当期純利益 32円51銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

損益計算書上の当期純利益（百万円） 2,800 3,506 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 30 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） （30） （30） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,770 3,476 

普通株式の期中平均株式数（株） 107,155,337 106,952,139 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

（注） ㈱三菱東京フィナンシャル・グループ及び㈱UFJホールディングスは、平成17年10月１日付で合併し、㈱三菱UFJフィナンシ

ャル・グループに商号を変更しました。 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,006 1,610 

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,407 1,323 

みずほ信託銀行㈱ 1,331,817 532 

大同特殊鋼㈱ 337,188 380 

新日本製鐵㈱ 671,832 282 

㈱神戸製鋼所 620,544 237 

㈱阿波銀行 286,032 220 

NBクロム・リミテッド 16 193 

㈱常陽銀行 244,326 171 

山陽特殊製鋼㈱ 123,017 160 

その他32銘柄 1,826,595 1,171 

計 5,443,782 6,284 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なもの 

２ 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略

しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 9,393 408 469 9,331 5,742 250 3,589

 構築物 5,260 403 60 5,602 3,431 147 2,171

 機械装置 28,394 3,136 3,977 27,552 18,668 1,360 8,884

 車両運搬具 33 11 7 37 25 4 12

 工具・器具・備品 845 56 84 818 624 45 194

 土地 4,083 2 ― 4,086 ― ― 4,086

 建設仮勘定 1,103 3,132 4,017 218 ― ― 218

有形固定資産計 49,115 7,149 8,617 47,647 28,491 1,807 19,156

無形固定資産       

営業権 ― ― ― 392 235 78 156

 特許権 ― ― ― 7 2 0 5

 ソフトウェア ― ― ― 197 153 27 44

 その他 ― ― ― 4 ― ― 4

無形固定資産計 ― ― ― 602 391 106 211

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

建物 徳島工場 自家発電設備工事 147百万円

構築物  〃 化学品タンク設置工事 202 〃

機械装置   〃 自家発電設備工事 1,339 〃 

 〃   〃 １号電気炉改修工事 827 〃 

 〃   〃 環境対策工事 240 〃 



【資本金等明細表】 

  

(注)１ 当期末における自己株式の数は、3,503,841株であります。 

   ２ その他資本剰余金の増加は、自己株式の処分によるものであります。 

３ 任意積立金の増加は、前期利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額のうち、（その他）は一般債権の洗替による戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 11,026 ― ― 11,026

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (110,433,614) (―) (―) (110,433,614)

普通株式 (百万円) 11,026 ― ― 11,026

計 (株) (110,433,614) (―) (―) (110,433,614)

計 (百万円) 11,026 ― ― 11,026

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 (百万円) 4,656 ― ― 4,656

 合併差益 (百万円) 137 ― ― 137

 再評価積立金 (百万円) 197 ― ― 197

小計 (百万円) 4,991 ― ― 4,991

その他資本剰余金     

 資本準備金減少 
 差益 

(百万円) 3,700 ― ― 3,700

 自己株式処分差益 (百万円) 2 0 ― 2

小計 (百万円) 3,702 0 ― 3,702

計 (百万円) 8,693 0 ― 8,694

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 1,299 ― ― 1,299

任意積立金     

 別途積立金 (百万円) 1,171 1,500 ― 2,671

計 (百万円) 2,470 1,500 ― 3,970

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 12 9 1 9 10 

役員退職引当金 374 91 ― ― 465 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

(相手先別内訳) 

  

  

(期日別内訳) 

  

  

③ 売掛金 

(相手先別内訳) 

  

  

内訳 金額(百万円) 内訳 金額(百万円) 

現金 3 通知預金 218

預金 定期預金 1

当座預金 1,595 預金計 1,879

普通預金 64 計 1,883

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

共栄産業㈱ 608 大和鉄原工産㈱ 95

伊藤忠商事㈱ 293 金森藤平商事㈱ 84

㈱メタルワン建材 105 その他 436

  計 1,622

決済期日 18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月以降 計 

金額(百万円) 550 391 289 243 122 26 1,622

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

三井物産㈱ 3,283 SAJバナジウム・リミテッド 471

新日本製鐵㈱ 625 昭光通商㈱ 384

大同興業㈱ 574 その他 4,509

  計 9,848



(当期中の回収率及び滞留状況) 

  

  

  

  

④ 商品 

  

  

⑤ 製品 

  

  

⑥ 半製品 

  

  

前期末残高 
(百万円) 

当期計上額 
(百万円) 

当期回収高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

回収率
(％) 

滞留月数 
(月) 

9,294 64,819 64,266 9,848 86.7 1.84

回収率 ＝ 
当期回収高 

前期末残高＋当期計上額 

滞留月数＝ 
当期末残高 

当期回収高÷12 

種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円) 

マンガン系合金鉄 107 新素材 38

シリコン系合金鉄 15 化学品 56

クロム系合金鉄 430 環境システム 5

特殊金属製品 2,936 金属珪素 148

  計 3,738

種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円) 

マンガン系合金鉄 4,416 化学品 1,012

クロム系合金鉄 1,299 環境システム 3

特殊金属製品 79 金属珪素 21

新素材 1,956 その他 254

  計 9,041

種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円) 

合金鉄 598 化学品 10

新素材 64 計 673



⑦ 原材料 

  

  

⑧ 仕掛品 

  

  

⑨ 貯蔵品 

  

  

  

ｂ 流動負債 

① 支払手形 

(相手先別内訳) 

  

(期日別内訳) 

  

② 買掛金 

  

種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円) 

マンガン鉱石 1,814 クロム鉱石 256

コークス 469 その他 2,148

  計 4,689

種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円) 

合金鉄 99 化学品 2

新素材 88 計 190

種類 金額(百万円) 種類 金額(百万円) 

荷造材料類 53 副資材類 7

修繕材料類 36 機械部品類 6

耐火材料類 15 その他 25

雑品類 8 計 153

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

㈲日栄工業 178 共栄産業㈱ 79

大特鉱業㈱ 102 ㈱佐渡 47

清水建設㈱ 93 その他 361

  計 861

決済期日 18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月以降 計 

金額(百万円) 197 204 151 159 52 96 861

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

双日㈱ 2,010 水島合金鉄㈱ 233



  

③ 短期借入金 

  

（注）１ ㈱UFJ銀行及び㈱東京三菱銀行は、平成18年１月１日付で合併し、商号を㈱三菱東京UFJ銀行に変更しまし
た。 

２ 三菱信託銀行㈱は、平成17年10月１日付でUFJ信託銀行㈱と合併し、商号を三菱UFJ信託銀行㈱に変更しまし
た。 

  

④ 一年内返済長期借入金 

  

（注）㈱UFJ銀行は、平成18年１月１日付で㈱東京三菱銀行と合併し、商号を㈱三菱東京UFJ銀行に変更しました。 

三井物産㈱ 1,606 エム・シー・カーボン㈱ 196

大東港運㈱ 296 その他 1,612

  計 5,956

借入先 金額(百万円) 借入先 金額(百万円) 

㈱UFJ銀行 3,627 ㈱東京三菱銀行 936

㈱みずほコーポレート銀行 3,159 その他 2,887

三菱UFJ信託銀行㈱ 1,521 計 12,130

借入先 金額(百万円) 借入先 金額(百万円) 

㈱UFJ銀行 1,500 日本生命保険相互会社 600

㈱みずほコーポレート銀行 1,500 その他 800

㈱三井住友銀行 600 計 5,000



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)  平成18年３月30日開催の定時株主総会において定款の一部変更を行い、「電子公告制度の導入のための商法等の一部を改正

する法律」（平成16年法律第87号）に基づき、公告の方法は電子公告となりました。ただし、電子公告によることができない

事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載します。（当社ホームページアドレス 

http://www.nippondenko.co.jp/） 

  

決算期 12月31日 

定時株主総会 毎年３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 
１株・10株・50株・100株・500株・1,000株・5,000株・10,000株・100,000株 
及び100株未満の表示株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

 取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

 代理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

 取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

 名義書換手数料 無料 

 新券交付手数料 無料 

 株券喪失登録に伴う手数料 １.喪失登録 1件につき10,000円 ２.喪失登録株券 1枚につき500円 

単元未満株式の買取り・買増し   

 取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号  みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

 代理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号  みずほ信託銀行株式会社

 取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

 買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額とする。 

公告掲載新聞名 
東京都において発行する日本経済新聞  ただし、決算公告については、当社
ホームページ（http://www.nippondenko.co.jp/kessan/) に貸借対照表および
損益計算書を掲載する。(注) 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
(1)  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第105期) 

  
自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

  
  
平成17年３月31日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 
  

(第106期中) 

  
自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

  
  
平成17年９月22日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年３月３０日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電工株式会社の

平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電工株式会

社及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（４）（ハ）に記載されているとおり、会社は役員慰労金について、支出時の費

用として処理する方法から内規に基づく当連結会計年度末要支給額を引当計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 日本電工株式会社

の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電工株式会

社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年３月３０日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電工株式会社の

平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第１０５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電工株式会社の

平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 重要な会計方針５（３）に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金について、支出時の費用として処理する方法から内規に

基づく当事業年度末要支給額を引当計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

日 本 電 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 日本電工株式会社

の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第１０６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 日本電工株式会社

の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 
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